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  １    悪臭防止法  （昭和４６年法律第９１号，以下「法」という。）    １－１  目的及び用語   区 分   項 目                  内           容  根拠規定  目 的        工場その他の事業場（以下，単に「事業場」という。）における事業活動に伴って発生する悪臭について，必要な規制を行い，その他悪臭防止対策を推進することにより，生活環境を保全し，国民の健康の保護に資する。  法第１条     用 語                        

 特定悪臭  物質  不快なにおいの原因となり，生活環境を損なうおそれがある物質であって政令（施行令）で定めるものをいう。政令では，悪臭の主要な原因となっている物質であって，大気中の濃度を測定し得る２２物質を定めている。  法第 2 条   第 1 項    悪臭原因  物 特定悪臭物質を含む気体又は水その他の悪臭の原因となる気体又は水をいう。  法第 3 条   臭気指数   人の嗅覚を用いた測定法（嗅覚測定法）により求められる“気体又は水に係る悪臭の程度”を示す値である。環境省令により，人の嗅覚で臭気を感知することができなくなるまで気体又は水を希釈した場合の希釈倍率を基礎として算定される。  法第 2 条   第 2 項    規制地域    住民の生活環境を保全するため，悪臭を防止する必要があると認められる住居が集合している地域その他の地域であって，事業場における事業活動に伴って発生する悪臭原因物の排出を規制する地域として指定された地域をいう。  法第 3 条     規制基準          

規制地域内の事業場における事業活動に伴って発生する悪臭の原因となる物質の排出について，(１)特定悪臭物質の種類ごとの濃度基準と，(２)臭気指数に係る基準がある。 臭気指数に係る規制基準は，『特定悪臭物質の濃度規制では生活環境を保全することが十分でないと認められる区域について定めることができる。』とされている。  なお，排出形態別に，それぞれ次の３つの規制基準がある。 ○ 事業場の敷地境界線の地表における規制基準 ○ 事業場の煙突等気体排出施設の排出口における規制基準 ○ 事業場からの排出水における規制基準 

 法第 4 条   第 1 項   及び   第 2 項         
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 １－２ 悪臭防止法体系図                   （法第 6条）                 （法第 25 条）                           （法第 2条第 1,2 項）              （法第 3条）     （法第 4条）  （法第 20 条）（法第 8条第 1,2 項）            （規則第 2,6 条）     （法第 5条）                                          （法第 11 条）（法第 12 条）                （規則第 5 条）   （規則第 1条）                                                   （法第 10 条）               （法第 15 条）                                        （法第 16 条）                    都道府県知事及び市長が行う事務                 指定地域を持つ市町長が行う事務 

特定悪臭物質 の指定 臭気指数 規制基準の範囲の設定 
規制地域の指定 規 制 基準 の 設定 特定悪臭物質規制 又は臭気指数規制 

都道府県の公示 
町長の意見聴取 

報告 徴収 改善勧告 改善命令 測定の委託 ※臭気測定業務       従事者等に委  託できる 悪臭の測定 
工場・事業場から排出される悪臭の防止 

臭気指数の算定の方法の設定 事故時の措置  ・市町村長への通報義務      ・命令違反者に対する罰則 ・応急措置命令 悪臭を生じる物の焼却の禁止 水路等における悪臭の防止 
野外焼却の禁止 
管理者の適切管理義務 

特定悪臭物質の測定の方法の設定 

罰 則 
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  １－３  市町長の事務   (1) 指定地域を持つ市町長の事務         ① 法第８条第１項の規定による改善勧告に関する事務         ② 法第８条第２項の規定による改善命令に関する事務       ③  法第１１条の規定による測定に関する事務（第１２条の規定による測定の委託）       ④ 法第２０条第１項の規定による報告の徴収及び立入検査に関する事務  (2) 市長の事務      ① 法第３条の規定による規制地域の指定に関する事務      ② 法第４条の規定による規制基準の設定に関する事務         ③ 法第５条第２項の規定による意見の聴取に関する事務         ④ 法第６条の規定による公示に関する事務    １－４ 特定悪臭物質 （法施行令第１条） 番号 特定悪臭物質 に  お  い 主 な 発 生 源   1  アンモニア  し尿のようなにおい  畜産事業場，化製場，し尿処理場等   2  メチルメルカプタン  腐った玉ねぎのようなにおい  パルプ製造工場，化製場，し尿処理場等   3  硫化水素  腐った卵のようなにおい  畜産事業場，パルプ製造工場，し尿処理場等   4  硫化メチル  腐ったキャベツのようなにおい  パルプ製造工場，化製場，し尿処理場等   5  二硫化メチル  腐ったキャベツのようなにおい  パルプ製造工場，化製場，し尿処理場等   6  トリメチルアミン  腐った魚のようなにおい  畜産事業場，化製場，水産缶詰製造工場等   7  アセトアルデヒド  刺激的な青ぐさいにおい  化学工場，魚腸骨処理場，タバコ製造工場等   8  プロピオンアルデヒド  刺激的な甘酸っぱい焦げたにおい  焼付け塗装工程を有する事業場等   9  ノルマルブチルアルデヒド  刺激的な甘酸っぱい焦げたにおい  焼付け塗装工程を有する事業場等  10  イソブチルアルデヒド  刺激的な甘酸っぱい焦げたにおい  焼付け塗装工程を有する事業場等  11  ノルマルバレルアルデヒド  むせるような甘酸っぱい焦げた  焼付け塗装工程を有する事業場等  12  イソバレルアルデヒド  むせるような甘酸っぱい焦げた  焼付け塗装工程を有する事業場等  13  イソブタノール  刺激的な発酵したにおい  塗装工程を有する事業場等  14  酢酸エチル  刺激的なシンナーのようなにおい  塗装工程又は印刷工程を有する事業場等  15  メチルイソブチルケトン  刺激的なシンナーのようなにおい  塗装工程又は印刷工程を有する事業場等  16  トルエン  ガソリンのようなにおい  塗装工程又は印刷工程を有する事業場等  17  スチレン  都市ガスのようなにおい  化学工場，ＦＲＰ製品製造工場等  18  キシレン  ガソリンのようなにおい  塗装工程又は印刷工程を有する事業場等  19  プロピオン酸  刺激的な酸っぱいにおい  脂肪酸製造工場，染色工場等  20  ノルマル酪酸  汗くさいにおい  畜産事業場，化製場，でんぷん工場等  21  ノルマル吉草酸  むれた靴下のようなにおい  畜産事業場，化製場，でんぷん工場等  22  イソ吉草酸  むれた靴下のようなにおい  畜産事業場，化製場，でんぷん工場等      
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１－５ 規制地域 市 町 名        地 域 の 範 囲 規制の区分   呉市 全    域 特定悪臭物質による濃度規制 大竹市 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第７条 第２項に規定する市街化区域の定めのある地域  広島市，福山市，三次市，庄原市，廿日市市，北広島町，世羅町，神石高原町，東広島市  全    域  臭気指数規制  安芸高田市  向原町の地域    １－６  規制基準     (1)  規制基準の設定状況    ① 特定悪臭物質による濃度規制             （注） ◎：規制基準あり 特 定 悪 臭 物 質 規制基準設定の有無   敷地境界線 気体排出 施設排出口 排出水  硫化水素 ◎ ◎ ◎  アンモニア,トリメチルアミン,プロピオンアルデヒド,  ノルマルブチルアルデヒド,イソブチルアルデヒド,  ノルマルバレルアルデヒド,イソバレルアルデヒド,  イソブタノール,酢酸エチル,メチルイソブチルケトン,  トルエン，キシレン ◎ ◎        メチルメルカプタン，硫化メチル，二硫化メチル ◎  ◎      アセトアルデヒド,スチレン,プロピオン酸,ノルマル酪    酸，ノルマル吉草酸，イソ吉草酸 ◎       ② 臭気指数規制 臭 気 指 数 規 制 敷地境界線 気体排出 施設排出口 排出水  臭気指数 ◎ ◎ ◎ 《参考図》           事業場に係る悪臭の規制基準                                              【拡散】                                                                 【最大着地濃度】     事 業 場  水路等 
気体排出口の規制基準 敷地境界線の規制基準 排出水の 規制基準 
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 （2）特定悪臭物質による濃度規制基準      ① 敷地境界線の地表における特定悪臭物質の規制基準（濃度の許容限度）  番号 特定悪臭物質 規 制 基 準 (ｐｐｍ)    １   アンモニア      １          ２    メチルメルカプタン      ０.００２      ３   硫化水素      ０.０２          ４   硫化メチル      ０.０１          ５   二硫化メチル     ０.００９        ６   トリメチルアミン      ０.００５        ７   アセトアルデヒド      ０.０５          ８   プロピオンアルデヒド      ０.０５       ９   ノルマルブチルアルデヒド      ０.００９    １０   イソブチルアルデヒド     ０.０２     １１   ノルマルバレルアルデヒド      ０.００９    １２   イソバレルアルデヒド     ０.００３    １３   イソブタノール     ０.９      １４   酢酸エチル     ３        １５   メチルイソブチルケトン     １        １６   トルエン    １０        １７   スチレン      ０.４         １８   キシレン     １        １９    プロピオン酸      ０.０３        ２０    ノルマル酪酸      ０.００１      ２１    ノルマル吉草酸      ０.０００９    ２２    イソ吉草酸      ０.００１          ② 気体排出施設の排出口における特定悪臭物質の規制基準（流量の許容限度）  規制対象物質    アンモニア，硫化水素，トリメチルアミン，プロピオンアルデヒド，ノルマルブチルアルデヒド，イソブチルアルデヒド，ノルマルバレルアルデヒド，イソバレルアルデヒド，イソブタノール，酢酸エチル，メチルイソブチルケトン，トルエン，キシレン 
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 規制基準                         

 特定悪臭物質の種類ごとに，次の式により算出して得た流量を許容限度とする。    ｑ＝０．１０８×Ｈｅ2・Ｃｍ      ｑ ：流量（単位:Ｎｍ3／時）     Ｈｅ：次式により補正された排出口の高さ（単位:ｍ）     Ｃｍ：法第４条第１項第１号の規制基準（敷地境界線の地表における規制      基準）として定められた値（単位:ｐｐｍ）     なお，補正された排出口の高さが５ｍ未満の場合は，この式は適用しない。       排出口の高さの補正は，次の式により算出する。    Ｈｅ＝Ｈｏ＋０．６５（Ｈｍ＋Ｈｔ）             0.795 Ｑ・Ｖ       Ｈｍ＝                          1＋2.58／Ｖ           Ｈｔ＝2.01×10-3Ｑ・(Ｔ－288)・(2.30logＪ＋1/J－1)                       1             Ｖ          Ｊ  ＝      (1460－296×      )＋1                Ｑ・Ｖ                Ｔ－288       Ｈｏ：排出口の実高さ（単位:ｍ）           Ｑ  ：１５℃における排出ガスの流量（単位:ｍ3／秒）           Ｖ  ：排出ガスの排出速度（単位:ｍ／秒）       Ｔ  ：排出ガスの温度（単位:Ｋ）       ③ 排出水に含まれる特定悪臭物質の規制基準（濃度の許容限度）  特定悪臭物質 排出水中の濃度の許容限度（ｍｇ/ｌ）              排出水の量 Ｑ≦１０-3 １０-3<Ｑ≦１０-1 １０-1<Ｑ     メチルメルカプタン       ０.０３       ０.００７   ０.００２     硫化水素       ０.１       ０.０２   ０.００５     硫化メチル       ０.３       ０.０７   ０.０１     二硫化メチル       ０.６       ０.１    ０.０３    （注） Ｑ：事業場から敷地外に排出される排出水の量（単位：ｍ3／秒）
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（３）臭気指数基準   ① 敷地境界における基準 区 域 の 区 分 許容限度 (臭気指数) 広 島 市 
第１種区域 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に規定する第一種低層住居専用地域，第二種低層住居専用地域，第一種中高層住居専用地域，第二種中高層住居専用地域，第一種住居地域，第二種住居地域及び準住居地域の定めのある地域 １０ 第２種区域 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に規定する近隣商業地域，商業地域及び準工業地域の定めのある地域並びに同号に規定する用途地域の定めのない地域であって第 3 種区域に該当する区域を除く区域 １３ 第３種区域 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に規定する工業地域及び工業専用地域の定めのある地域並びに都市計画法第 5 条に規定する都市計画区域の定めのない地域 １５ 福 山 市 第１種区域 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に規定する第一種低層住居専用地域，第二種低層住居専用地域，第一種中高層住居専用地域，第二種中高層住居専用地域，第一種住居地域，第二種住居地域及び準住居地域の定めのある地域 １２ 第２種区域 都市計画法第 8 条第１項第１号に規定する近隣商業地域，商業地域，準工業地域及び工業地域の定めのある地域並びに同号に規定する用途地域の定めのない地域並びに同法第 5 条に規定する都市計画区域の定めのない地域 １５ 第３種区域 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に規定する工業専用地域の定めのある地域 １８ 三次市 東広島市 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第一種低層住居専用地域，第二種低層住居専用地域，第一種中高層住居専用地域，第二種中高層住居専用地域，第一種住居地域，第二種住居地域及び準住居地域の定めのある地域 １２ 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる近隣商業地域，商業地域，準工業地域，工業地域及び工業専用地域の定めのある地域並びに用途地域の定めのない地域 １５ 
庄原市 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第一種低層住居専用地域，第二種低層住居専用地域，第一種中高層住居専用地域，第二種中高層住居専用地域，第一種住居地域，第二種住居地域及び準住居地域の定めのある地域 １２ 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる近隣商業地域，商業地域，準工業地域，工業地域及び工業専用地域並びに用途地域の定めのない地域並びに同法第 5 条に規定する都市計画区域の定めのない地域 １５ 

廿日市市 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第一種低層住居専用地域，第二種低層住居専用地域，第一種中高層住居専用地域，第二種中高層住居専用地域，第一種住居地域，第二種住居地域及び準住居地域の定めのある地域 １２ 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる近隣商業地域，商業地域，準工業地域及び工業地域の定めのある地域並びに用途地域の定めのない地域 １５ 安芸高田市  向原町の地域 １５ 北広島町,世羅町，神石高原町  全  域 １５     
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② 気体排出口における基準    １ 次の各号の排出口の高さの区分ごとに，各号に定める方法とする。      ただし，排出ガスの臭気指数は，①の基準として定める値以上でなければならない。    一 排出口の実高さが１５メートル以上の施設 次に定める式により臭気排出強度（排出ガスの臭気指数及び流量を基礎として，環境大臣が定める方法により算出される値をいう。以下同じ。）の量を算出する方法    イ 次に定める式により臭気排出強度の量を算出するものとする。       ｑｔ ＝（60×10Ａ）／Ｆmax         Ａ ＝ （L／10）－0.2255        ｑｔ ：排出ガスの臭気排出強度(単位：０℃，1気圧の状態に換算した ｍ3／分)        Ｆmax：別表に定める式により算出されるＦ（ｘ）(単位：０℃，１気圧の状態における           臭気排出強度１ｍ３／秒に対する排出口からの風下距離（ｘ）ｍにおける地上で           の臭気濃度）の最大値（単位：０℃，1気圧の状態に換算した 秒／ｍ3） ※ ただし，Ｆ（ｘ）の最大値として算出される値が，一を排出ガスの流  量（単位：０℃，１気圧の状態に換算したｍ3／秒）で除した値を超える  ときは，一を排出ガスの流量で除した値とする。         Ｌ：法第 4 条第 2項第 1号の規制基準（敷地境界線の地表における規制基準） として定められた値（臭気指数）     ロ イに規定するＦmaxの値は，次に掲げる場合の区分に応じて，それぞれ次の条件により算出     するものとする。  （ｲ）次項に定める方法により算出される初期排出高さが，環境大臣が定める方法により算出される周辺最大建物に，（対象となる事業場の敷地境界内の建物（建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 2 項第 1 号に定める建築物及び建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338号）第 138 条第 3 項で指定する工作物をいう。）で，排出口から当該建物の高さの 10 倍の距離以内の範囲に当該建物の一部若しくは全部が含まれるもののうち，高さが最大のもの。以下同じ。）の高さ（以下「周辺最大建物の高さ」という。）の２．５倍以上となる場合      ⇒ 排出口からの風下距離が排出口と敷地境界の最短距離以上となる区間における最大値 （ﾛ）次項に定める方法により算出される初期排出高さが，周辺最大建物の高さの２．５倍未満となる場合     ⇒ 排出口からの風下距離ｘがただし書きにより定めるＲ以上となる区間における最大値     ※ ただし，Ｒは排出口と敷地境界の最短距離と，環境大臣が定める方法で算出され         る周辺最大建物と敷地境界の最短距離のうち，いずれか小さい値  
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  二 排出口の実高さが１５メートル未満の施設     次の式により排出ガスの臭気指数を算出する方法      Ｉ＝ １０×ｌｏｇＣ      Ｃ＝ Ｋ×Ｈｂ２×１０B       Ｂ＝ Ｌ／１０        Ｉ：排出ガスの臭気指数        Ｋ：次表の左欄に掲げる排出口の口径の区分ごとに，同表の右欄に掲げる値。          ただし，排出口の形状が円形でない場合，排出口の口径はその断面積を円形          とみなしたときの直径とする。 排出口の口径が０．６メートル未満の場合 ０．６９ 排出口の口径が０．６メートル以上 ０．９メートル未満の場合 ０．２０ 排出口の口径が０．９メートル以上の場合 ０．１０          Ｈｂ：周辺最大建物の高さ（単位：ｍ）。ただし，算出される値が１０未満である           場合又は１０以上であって排出口の実高さ（単位：ｍ）の値の１．５倍以上           である場合には，第 1欄に掲げる算出される値の大きさ及び第２欄に掲げる           排出口の実高さごとに，同表の第３欄に掲げる式により算出される高さ           （単位：ｍ）とする。 １０未満  ６.７メートル以上 １０メートル ６.７メートル未満 排出口の実高さの１.５倍 １０以上であって排出口の実高さ（単位：ｍ）の値の１.５倍以上  排出口の実高さの１.５倍         Ｌ：法第 4 条第 2項第 1号の規制基準として定められた値     ２ 初期排出高さの算出は，次式により行うものとする。ただし，当該方法により算出される値    が排出口の実高さの値を超える場合，初期排出高さは排出口の実高さ（単位：ｍ）とする。       Ｈｉ＝Ｈ0 ＋ ２（Ｖ－１．５）Ｄ         Ｈｉ：初期排出高さ（単位：ｍ）         Ｈ０ ：排出口の実高さ（単位：ｍ）              Ｖ ：排出ガスの排出速度（単位：ｍ／秒）         Ｄ ：排出口の口径（単位：ｍ）            ただし，排出口の形状が円形でない場合には，Ｄはその断面積を円形とみな           したときの直径とする。  
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    別表  Ｆ（ｘ）の算出           １          －（He（X））2   Ｆ＝           exp        ３．１４σy・σz        ２σz2    この式において，Ｘ，σy，σz及び He（X）は，それぞれ次の値を表すものとする。   Ｘ  ：排出口から風下距離（単位：ｍ）   σy ：環境大臣が定める方法により周辺最大建物の影響を考慮して算出される，排出口       からの風下距離に応じた排出ガスの水平方向拡散幅（単位：ｍ）   σz ：環境大臣が定める方法により周辺最大建物の影響を考慮して算出される，排出口       からの風下距離に応じた排出ガスの鉛直方向拡散幅（単位：ｍ）   He（X）：次式により算出される，排出口からの風下距離に応じた排出ガスの流れの中心        軸の高さ（単位：ｍ）。ただし，次式におけるＨｉと△Ｈｄの和が周辺最大建        物の高さの０．５倍未満となる場合，０メートル。         Ｈe（ｘ）＝Ｈｉ＋△Ｈ＋△Ｈｄ           Ｈｉ:第２項に掲げる方法により算出される初期排出高さ（単位：ｍ）          △Ｈ :環境大臣が定める方法により算出される，排出口からの風下距離   に応じた排出ガスの流れの中心軸の上昇高さ（単位：ｍ）   △Ｈd：次式の左欄に掲げる初期排出高さの区分ごとに同表の右欄に掲げ      る式により算出される周辺最大建物の影響による排出ガスの流れ      の中心軸の低下高さ（単位：ｍ）  ＨｉがＨｂ未満の場合 －１．５Ｈｂ  ＨｉがＨｂ以上Ｈｂの２．５倍未満の場合 Ｈｉ－２．５Ｈｂ ＨｉがＨｂの２．５倍以上の場合 ０       この表において，Ｈｉは第２項に掲げる方法により算出される初期排出高さ      （単位：ｍ）を，Ｈｂは周辺最大建物の高さ（単位：ｍ）を表すものとする。   ③ 排出水における基準     Iｗ ＝ Ｌ ＋ １６           Ｉｗ：排出水の臭気指数        Ｌ ：事業場の敷地境界線における規制基準として定められた値 【①の値】    １－７  その他     (1) 事故時の措置（法第１０条） 規制地域内に事業場を設置している者は，当該事業場において事故が発生し，悪臭原因物の排出が規制基準に適合せず，又は適合しないおそれが生じたときは，直ちに，その事故について応急措置を講じ，かつ，その事故を速やかに復旧しなければならない。   (2)  悪臭が生ずる物の焼却の禁止（法第１５条） 何人も，住居が集合している地域においては，みだりに，ゴム，皮革，合成樹脂，廃油その他の燃焼に伴って悪臭が生ずる物を野外で多量に焼却してはならない。    (3) 水路等における悪臭の防止（法第１６条） 下水溝，河川，池沼，港湾その他の汚水が流入する水路又は場所を管理する者は，その管理する水路又は場所から悪臭が発生し，周辺地域における住民の生活環境が損なわれることのないように，その水路又は場所を適切に管理しなければならない。 
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 ２  広島県生活環境の保全等に関する条例（ 悪 臭 関 係 ）                （平成１５年広島県条例第３５号，以下「条例」という。）   ２－１  目的及び用語  区 分   項  目                内           容    根拠規定  目 的     
      人の健康又は生活環境に係る環境の保全上の支障の防止及び環境への負荷の低減に関し必要な事項を定めることにより，環境保全対策の総合的推進を図り，もって現在及び将来の県民の健康を保護するとともに，良好かつ快適な生活環境を保全することを目的とする。    

 条例第 1 条     用 語          
 悪臭関係  特定施設    

  工場又は事業場に設置される施設のうち，著しい悪臭を発  生する施設で，施行規則で定めるものをいう。   施行規則では，肥料・飼料製造業，養豚業及び養鶏業の用  に供される７施設を特定施設として定めている。  
条例第 2 条 第 1 項第 11 号  条例施行規則  (以下「規則」という)第 46 条  悪臭関係  特定事業場   悪臭関係特定施設を設置する工場又は事業場をいい，悪臭  関係特定事業場単位で届出義務や規制基準等が適用される。 条例第 2 条 第 1 項第 12 号  規制基準     悪臭関係特定事業場において発生する悪臭の許容限度とし  て，施行規則で定められており，悪臭関係特定事業場を設置 している者に，同基準の遵守が義務づけられている。  条例第 7 条   第 2 項第 5 号  規則第 47 条     ２－２  広島県生活環境の保全等に関する条例（悪臭関係）体系図               条例 63･64･65･67･68 条                                         条例 66 条    条例 2 条 1 項 11 号     条例 2 条 1 項 12 号      条例2条1項12号                     条例 69 条 2 項   規則 46 条                      条例 7 条 2 項                              規則 47 条      条例 69 条 1 項            条例 104 条               条例 62 条          に関する事務は，広島県の事務を市町が処理する特例を定める条例（平成 11 年広島県条例第 34 号）に        より市町長へ移譲されている。       

事業者の届出義務 悪臭関係特定施設 悪臭関係特定事業場 規制基準 計画変更勧告 改善勧告 改善命令 
報告・検査 事業者の規制基準遵守義務 
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  ２－３  市町長の事務  知事の権限に属する事務のうち，市町長へ移譲されている事務 （広島県の事務を市町が処理する特例を定める条例（平成 11年広島県条例第 34号））  ① 第６３条第１項，第６４条第１項，第６５条第１項，第６７条，第６８条第３項  の規定による届出の受付に関する事務   ② 第６６条の規定に関する計画変更勧告に関する事務   ③ 第６９条第１項の規定による変更及び改善の勧告に関する事務   ④ 第６９条第２項の規定による変更及び改善の命令に関する事務  ⑤ 第１０３条の規定による勧告に関する事務（２以上の市町の区域にわたる広域的な見地から処理する必要がある公害事案及び被害が相当多数の者に及び，又は及ぶおそれがあり，かつ，社会的影響が著しい公害事案に係るものを除く。）   ⑥ 第１０４条第１項の規定による報告の要求及び立入検査に関する事務     ２－４ 悪臭関係特定施設 （条例第２条第１項第１１号，条例施行規則第４６条）  番号 施設の名称 規模又は能力 １      
  動物の肉，皮，骨，臓器等を原料と   する肥料又は飼料の製造業の用に供  する施設であって，次に掲げるもの    イ 原料置場    ロ 蒸解施設    ハ 乾燥施設 

      ２      
  養豚業又は養鶏業の用に供する施  設であって，次に掲げるもの   イ 飼養施設   ロ 収容施設   ハ 飼料調理施設   ニ 鶏ふん乾燥施設               

 養豚業にあっては生後６月以上の豚 100頭     （特別地域内においては 50頭）以上，養鶏業にあっては生後 30日以上の鶏 5,000羽 (特別地域内においては 500羽)以上を飼養し，又は収容できるものであること。   備 考   「特別地域」とは，付表に掲げる地域をいう。   
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  付表  市 町 名 区               域  広島市                       

昭和６０年３月２０日における安佐南区安古市町(大字古市三貫畠・久保・古以知・寺家・松原・手藤・鈴川・口宗・古川・川崎・津戸ケ島，大字中筋，大字中須を除く。)，同区沼田町(大字伴小野地・雲願寺下・雲願寺上・役神・天神・寺組を除く。)，安佐北区高陽町(大字狩留家字横田・字清水，大字中深川字中之堂・字久保田，大字矢口字円福寺・字高田・字菖蒲迫・字中道・字三通田・字金信・字定入田を除く。)，同区可部町(大字可部，大字中野，大字城，大字上原，大字中島，大字大毛寺，大字四日市，大字下町屋を除く。)，同区安佐町(大字飯室上古市１，３９０番地から１，４１３番地まで及び１，４２３番地から１，４５６番地まで・下古市１，４５９番地から１，５０５番地まで・源太屋敷１，５２４番地から１，５８４番地まで・五反田１，５９９番地から１，６０９番地まで・土井１，６３１番地から１，６７２番地まで，下宇津２，９９１番地から３，０３１番地まで・中宇津３，０３２番地から３，０８３番地まで及び３，１２５番地から３，１２８番地まで・込田３，５２７番地から３，５８０番地まで・上畑３，５８１番地から３，６９０番地まで，大字鈴張宮崎１，９５８番地から１，９６５番地まで・力石２，０１６番地から２，０２０番地まで・市２，６７７番地から２，７３６番地まで・土手２，７３７番地から２，８３４番地まで・下石２，８７８番地から２，９０８番地までを除く。)，同区白木町(大字秋山，大字市川，大字井原字東日詰・字西日詰・字上ミ市，字市を除く。)，安芸区阿戸町(大字香路原地を除く。)，佐伯区(藤垂園，吉見園，旭園，海老山町，海老園一丁目，海老園二丁目，海老園三丁目，海老園四丁目，楽々園一丁目，楽々園二丁目，楽々園三丁目，楽々園四丁目，楽々園五丁目，楽々園六丁目，隅の浜一丁目，隅の浜二丁目，隅の浜三丁目，美の里一丁目，美の里二丁目，五日市町(大字海老塩浜，大字五日市，大字皆賀，大字佐方，大字屋代，大字千同，大字三宅，大字坪井，大字倉重，大字中地，大字寺田，大字保井田に限る。)を除く。)を除く区域  呉 市 阿賀町情島，平成１６年４月１日における川尻町(小仁方一丁目(１番から５番まで，９番から２１番まで，２３番から２８番までに限る。)，小仁方二丁目，原山一丁目(１番から１２番までに限る。)，原山二丁目(３番に限る。)，森一丁目(３番，４番に限る。)，森二丁目(１番から７番まで，１０番，１１番に限る。)，森三丁目(１番から４番までに限る。)，西一丁目(１番から２３番までに限る。)，西二丁目，西三丁目(１番から５番までに限る。)，西四丁目，西五丁目，西六丁目，久筋一丁目(３番，４番，７番から１６番までに限る。)，久俊一丁目(２番，３番に限る。)，久俊二丁目(１番から４番まで，６番から１０番までに限る。)，東一丁目，東三丁目，東四丁目(１番から５番までに限る。)，小用一丁目，小用二丁目，岩戸，原山，小仁方，寒風，水落，小用，竜王山を除く。)，平成１７年３月２０日における音戸町(坪井一丁目，坪井二丁目，坪井三丁目，引地一丁目，引地二丁目，鰯浜一丁目，鰯浜二丁目，鰯浜三丁目，北隠渡一丁目，北隠渡二丁目，南隠渡一丁目，南隠渡二丁目，南隠渡三丁目，南隠渡四丁目，高須一丁目，高須二丁目，高須三丁目を除く。)，同日における安浦町(内海北一丁目，内海北二丁目，内海北三丁目，内海北四丁目，内海北五丁目，内海北六丁目，内海北七丁目，内海南一丁目，内海南二丁目，内海南三丁目，内海南四丁目，内海南五丁目，内海南六丁目，中央一丁目，中央二丁目，中央三丁目，中央四丁目，中央五丁目，中央六丁目，中央七丁目，中央八丁目，中央北一丁目，中央北二丁目，三津口一丁目，三津口二丁目，三津口三丁目，三津口四丁目，三津口五丁目，三津口六丁目，水尻一丁目，水尻二丁目，大字三津口，安登東一丁目，安登東二丁目，安登東三丁目，安登東四丁目，安登東五丁目，安登東六丁目，安登西一丁目，安登西二丁目，安登西三丁目，安登西四丁目，安登西五丁目，安登西六丁目，安登西七丁目，安登西八丁目，安登西九丁目，安登西十丁目，中央ハイツ，大字安登を除く。)を除く区域  竹原市 吉名町，下野町，東野町，新庄町，西野町，田万里町，仁賀町，高崎町，福田町，小梨町を除く区域 
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市 町 名 区               域  三原市   木原町，奥野山町，鉢ケ峰町，中之町北，中之町南，桜山町，駒ケ原町，大畑町，八坂町，明神町，田野浦町，宗郷町，登町，須波西町，沖浦町，深町，八幡町，小坂町，長谷町，沼田町，新倉町，沼田西町，小泉町，沼田東町，高坂町，鷺浦町，平成１７年３月２２日における本郷町(本郷一丁目・二丁目・三丁目・四丁目・五丁目・六丁目・三次通り・駅前・大正通りを除く。)，同日における大和町(下徳良，和木を除く。)を除く区域  尾道市  原田町，木ノ庄町，美ノ郷町，久山田町，尾崎町，久保町，十四日町，吉和町，福地町，高須町，西藤町，百島町，浦崎町，向東町(大字彦ノ上二区・三区，大字堤区，大字矢立８，５９１番地から８，８８８番地までを除く。)，平成１７年３月２８日における向島町(兼吉，東富浜，小歌島，江郷，田尻，中富浜，西富浜，川尻，土井，宇立，有井を除く。)，平成１８年１月１０日における因島中庄町，因島大浜町，因島原町，因島洲江町，因島外浦町，因島鏡浦町，因島椋浦町，同日における瀬戸田町（瀬戸田，福田字金本・字梅崎・字大度谷・字西野前・字清峰・字祖羅，沢，鹿田原を除く。）を除く区域 福山市         
引野町，蔵王町，千田町，御幸町，津之郷町，赤坂町，瀬戸町，熊野町，水呑町，箕島町，田尻町，走島町，山手町，郷分町，西神島町，佐波町，奈良津町，新涯町，春日町，坪生町，藤江町，金江町，東村町，本郷町，柳津町大西・空迫・平迫・岡田・久井平・馬取・王子・寺迫・畑・八日明地・森瀬，神村町山中・峠・番田・延谷・伊勢・羽原・入江・郷倉・平・須江・大坪・奥田・西山・高西町川尻上・川尻下，今津町山下・矢捨・長波，昭和４９年４月１日における芦田町(大字上有地１番地から３，１２３番地まで，大字下有地１番地から２，１９０番地まで，大字福田１番地から３，０２３番地までを除く。)，昭和５０年２月１日における加茂町(字粟根，字芦原，字中野，字上加茂，字八軒屋，大字下加茂を除く。)，駅家町(大字万能倉，大字倉光，大字江良，大字下山守，大字上山守，大字今岡，大字大橋，大字坊寺，大字中島，大字近田，大字法成寺を除く。)，平成１５年２月３日における内海町，同日における新市町(大字戸手，大字新市，大字宮内，大字下安井１番地から３３３番地まで及び２，１７１番地から２，３３７番地まで，大字相方を除く。)，平成１８年３月１日における神辺町（大字川北，大字川南，大字上御領，大字下御領，大字平野，大字湯野，大字徳田，大字箱田，大字道上，大字十九軒屋，大字十三軒屋，大字西中条，大字下竹田，大字八尋を除く。）を除く区域  府中市   土生町，本山町，上山町，荒谷町，栗柄町，用土町，河南町，篠根町，河面町，僧殿町，三郎丸町，河佐町，久佐町，諸毛町，小国町，昭和５０年２月１日における木野山町，同日における行縢町，同日における斗升町，同日における阿字町，平成１６年４月１日における上下町(上下辰の口・陰地・岩崎・峠・飛地屋・田中・平山・翁・下沖・御明神・切田尻を除く。)を除く区域  三次市     畠敷町，四十貫町，後山町，日下町，三原町，小文町，東河内町，西河内町，山家町，穴笠町，向江田町，和知町，大田幸町，木乗町，糸井町，志幸町，高杉町，廻神町，江田川之内町，小田幸町，東酒屋町，西酒屋町，青河町，粟屋町，上川立町，下川立町，上志和地町，下志和地町，秋町，塩町，有原町，石原町，海渡町，三若町，上田町，平成１６年４月１日における甲奴町(本郷字日南・字本郷々・字井堀，西野字西野上・字西野下，梶田字梶田上を除く。)，同日における吉舎町(吉舎，三玉を除く。)，同日における三良坂町(三良坂を除く。)を除く区域         
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市 町 名 区               域  庄原市   宮内町，永末町，大久保町，川手町，門田町，濁川町，川北町，川西町，高町，小用町，本村町，上谷町，峰田町，春田町，高門町，是松町，新庄町，板橋町，実留町，一木町，戸郷町，掛田町，上原町，七塚町，田原町，市町，本郷町，殿垣内町，山内町，木戸町，尾引町，平和町，水越町，高茂町，平成１７年３月３１日における総領町(稲草字上市・字下市を除く。)，同日における西城町(西城十日市・中町・本町・横町・明神町，大佐五日市を除く。)，同日における東城町(東城，川東，川西を除く。)，同日における口和町(大月字長岡・字上岡・字上郷・字原畑，宮内字市場，向 泉字上日南・字中日南・字下日南・字下向住，永田字宮沖・字中郷・字宮下を除 く。)，同日における高野町(字新市を除く。)，同日における比和町(比和字比和を除く。)を除く区域  大竹市   栗谷町，松ケ原町，小方町，玖波町６１４番地から９２０番地まで・１，１０５番地から１，１４３番地まで・２，６１０番地から２，６１８番地まで及び山林地番１０４番地から１６５番地まで・３１４番地から３６３番地までを除く区域  東広島市        
昭和４９年４月２０日における西条岡町，西条本町，西条上市町，西条朝日町，西条栄町，西条昭和町，西条御条町，西条大坪町，西条町(大字吉行字伽藍・字実井田・字尼寺，大字土与丸字大林寺谷・字末成・字五反田，大字御薗宇字石ケ瀬，大字寺家字久保之谷・字猿屋敷・字菰原，大字西条東字小西に限る。)，八本松町(大字飯田，大字正力，大字米満，大字宗吉，大字原字上曽場・字宮西・字宮東・字馬場台に限る。)，高屋町(大字中島，大字白市，大字小谷１，１２３番地から１，１２６番地まで及び３，２１７番地から３，７０８番地まで，大字造賀２，７３２番地から２，８３１番地まで及び３，５５０番地から３，７５２の２番地までに限る。)，平成１７年２月７日における黒瀬町(乃美尾に限る。)，同日における河内町(中河内中島・本町一丁目・本町二丁目・元町一丁目・元町二丁目・元町三丁目・栄町一丁目・栄町二丁目・栄町三丁目・深山通りに限る。)，同日における安芸津町(三津横川・向組・橋上・橋下・出川・中町・大和・敷島朝日・本町・市之町・中北浜・東浜一・東浜二・西浜・祗園町・榊山・西海岸通に限る。) 廿日市市  昭和６３年４月１日における大東，桜尾本町，桜尾一丁目，桜尾二丁目，桜尾三丁目，天神，廿日市一丁目，廿日市二丁目，須賀，本町，住吉一丁目，住吉二丁目，木材港北，佐方，佐方一丁目，佐方二丁目，佐方三丁目，佐方四丁目，山陽園，佐方本町，城内一丁目，地御前，地御前一丁目，地御前二丁目，地御前三丁目，地御前四丁目，地御前五丁目，阿品一丁目，阿品二丁目，阿品三丁目，阿品四丁目，阿品台一丁目，阿品台二丁目，阿品台三丁目，阿品台四丁目，阿品台五丁目，阿品台西，阿品台東，阿品台北，下平良，平良一丁目，平良二丁目，平良山手，駅前，可愛，新宮一丁目，新宮二丁目，下平良一丁目，下平良二丁目，木材港南，宮内河本，串戸一丁目，串戸二丁目，串戸三丁目，串戸四丁目，串戸五丁目，串戸六丁目，宮内一丁目（昭和４７年８月２７日における大字廿日市，大字佐方，大字宮内字串戸・字河本，大字地御前，大字下平良の区域に限る。），平成１７年１１月３日における宮島口一丁目，宮島口二丁目，宮島口三丁目，宮島口四丁目，宮島口上一丁目，宮島口上二丁目，宮島口東一丁目，宮島口東二丁目，宮島口東三丁目，宮島口西一丁目，宮島口西二丁目，宮島口西三丁目，深江一丁目，深江二丁目，深江三丁目，福面一丁目，福面二丁目，福面三丁目，対厳山一丁目，対厳山二丁目，対厳山三丁目，前空一丁目，前空二丁目，前空三丁目，前空四丁目，前空五丁目，前空六丁目，物見東一丁目，物見東二丁目，物見西一丁目，物見西二丁目，物見西三丁目，上の浜一丁目，上の浜二丁目，下の浜，梅原一丁目，梅原二丁目，塩屋一丁目，塩屋二丁目，沖塩屋一丁目，沖塩屋二丁目，沖塩屋三丁目，沖塩屋四丁目，林が原一丁目，林が原二丁目，丸石一丁目，丸石二丁目，丸石三丁目，丸石四丁目，丸石五丁目，宮浜温泉一丁目，宮浜温泉二丁目，宮浜温泉三丁目，八坂一丁目，八坂二丁目，大野一丁目，大野二丁目，大野原一丁目，大野原二丁目，大野原三丁目，大野原四丁目，大野，同日における宮島町   
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市 町 名 区               域 安芸高田市      
平成１６年３月１日における吉田町(吉田鎗分・貴船・大賀屋・下川東・下新三川・川向・鯨多に限る。)，同日における八千代町(勝田化正面・下常盤・上常盤・大槇・和平・上恩地，上根日南下・日南上・市表・市下に限る。)，同日における美土里町(生田出店・上市・中市・下市・山崎，横田上市・下市・岡の原に限る。)，同日における高宮町(佐々部前川・川堀・門田・西田・森川・来女木九文久・向原・仲仙道に限る。)，同日における甲田町(高田原，上甲立，下小原沖田に限る。)，同日における向原町(坂向井原・梨之木・原に限る。) 江田島市 平成１６年１１月１日における江田島町(中郷，向側，矢ノ浦，山田，鷲部，小用に限る。)，同日における大柿町(大君字畑尻・字浜床・字大久保・字平下・字森林・字空林・字塩形・字久保田・字横走，柿浦字阿浜・字北迫・字中郷・字下岡・字常道・字防地に限る。) 安  芸  郡 

 府中町  全域  海田町  全域  熊野町 字上垣内・字宮の前・字重地・字尾首・字五反田・字堂畝・字宗貞・字宮ケ迫・字城・字福垣内・字大井手首・字慶神，大字川角字火ノ原・字深道山・字和田・字堀垣内・字坊主山・字石神山・字笹ケ迫・字信ケ本・字貴船・字深道谷，大字平谷字東山・字深銅・字萩迫・字柿木迫 坂 町 全域   山  県  郡 
安芸太田町 平成１６年１０月１日における大字加計上丁川・下丁川・神田町・神町・古市・本町・東旭町・西旭町・空条・天神町・巴町・道ノ口，大字中筒賀市１，６２８番地から１，６８０番地まで，大字上殿１５番地から８８９番地まで及び１，４８４番地から１，５９６番地まで 北広島町 平成１７年２月１日における西八幡原２６０番地から１，４５３番地まで，荒神原２５９番地から６８９番地まで，奥中原１３２番地から２３８番地まで，移原１７６番地から６１０番地まで，大朝，新庄，蔵迫，有間，後有田，今田字本郷，有田，春木，石井谷字岸本，壬生，川西，川東，本地字千坊・字森藤・字西浦・字古川・字東浦，今吉田，阿坂，琴庄，志路原 豊田郡 平成 15 年 4月 1 日における大崎上島町  平成１５年４月１日における木江，沖浦及び明石 

世 羅 郡 世羅町 平成１６年１０月１日における大字甲山字出口・字甲山，大字西上原字宮田垣内・字流・字鎌倉・字出口，大字小世良字今市，大字伊尾字的場・字田谷・字四郎丸沖・字寺谷・字砂原，大字宇津戸字成光・字宮沖・字山桑沖，大字本郷字大田・字川口・字広瀬・字平帽子・字今東・字本田・字小森，大字賀茂字堂免・字城・字御崎野・字定国・字因幡・字浅野 神  石  郡 
神石高原 町 平成１６年１１月５日における油木字市場上・字市場中・字市場下・字市場後，新免字手入，近田字小吹，安田字安田中，福永字上市・字下市・字殿敷，下豊松字中筋・字四日市，小畠７４番地１から２３７番地４まで及び５５９番地から９０３番地まで，高蓋１番地から３７番地１まで・３４３番地１から４８５番地まで及び１，１１４番地から１，３２５番地まで，階見１番地から２４４番地まで，井関３６９番地から４８５番地まで及び４７５番地から５９５番地２まで   (備考） この表に掲げる区域は，この表に別段の定めのない限り，昭和４７年８月２７日における行政区            画その他の区域によって表示されたものとする。   ２－５  規制基準 （条例第７条，条例施行規則第４７条）   （悪臭の規制基準）    臭気が悪臭関係特定事業場の周辺の多数の住民に対し，著しい不快感を与えると認めら   れる程度とする。 
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  ２－６  届出一覧  （条例関係） 番号  届出書の名称  根拠規定  届出を必要とする場合   届出時期   添付書類   備   考  １     
 特定施設設置届  出書    

 第 63 条    第 1項    
 特定施設を設置しようと  する場合（これまで特定  施設が設置されていない  工場・事業場に限る。）  

 設置の工事開始  の日の 30 日前  まで   特定施設の配置  図，特定事業場  及びその付近の  見取図，特定施  設の構造図，悪  臭の防止に関す  る概要・図面等                     

      ２      
 特定施設使用届  出書     

 第 64 条    第 1項     
 特定施設が追加指定され  た際現にその施設を設置  している場合（その施設  以外の特定施設を設置し  ていない工場・事業場に  限る。） 

 特定施設となっ  た日から 30 日  以内    
       ３     

 特定施設の数等  の変更届出書    
 第 65 条    第 1項              

 特定施設の種類ごとの数  又は特定施設の構造を変  更しようとする場合   
 変更に係る工事  開始の日の 30  日前まで   

 次の場合は届出を要  しない。  ・特定施設の種類ご   との数を減少する    場合  ・特定施設の種類に   係る直近の届出に  より届け出た数の    ２倍以内の数に    増加する場合 ・特定施設の構造，  使用方法，悪臭の  防止方法の変更が  悪臭の増加を伴わ   ない場合  
 ４          

 使用方法等変更  届出書         
 特定施設の使用の方法又  は悪臭の防止の方法を変  更しようとする場合        

 変更に係る工事  開始の日の 30  日前まで        ５     氏名の変更等届  出書    第 67 条 氏名，名称，住所，法人にあっては代表者の氏名，工場・事業場の名称，所在地に変更があった場合  
 変更があった日  から 30 日以内         氏名の変更等に   は，相続，合併等  による変更は含ま  れない。  ６   特定施設使用廃  止届出書  特定施設のすべての使用  を廃止した場合  廃止した日から  30 日以内      ７     特定施設承継届  出書    第 68 条    第 3項    届出を行った者から特定  施設を譲り受けたり，借 り受けた場合，又は相続，合併若しくは分割があった場合 
 承継があった日  から 30 日以内                              
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３  参考    ３－１ 工場・事業場における悪臭原因物質の排出状況                   物  質     工場・   事業場   
硫 化 水 素       

メ チ ル メ ル カ プ タ ン  
硫 化 メ チ ル      

二 硫 化 メ チ ル     
ア ン モ ニ ア      

ト リ メ チ ル ア ミ ン   
ア セ ト ア ル デ ヒ ド   

ス チ レ ン       
低 級 脂 肪 酸 類     
炭 化 水 素 類      

ケ ト ン ・ ア ル デ ヒ ド 類 
ア ル コ ｜ ル 類     

エ ス テ ル 類      
窒 素 化 合 物      

硫 黄 化 合 物      
    そ の 他      農 畜 業 産   養豚場 ● ● ◎ ◎ ◎    ●         養牛場 ● ● ◎ ◎ ◎    ●         養鶏場 ● ● ◎ ◎ ● ●   ◎     ◎   製 飼 造 料 工 肥 場 料   複合肥料製造工場 ◎ ◎ ○ ○ ● ○            魚腸骨処理場 ● ● ◎ ○ ○ ●   ○  ◎ ○  ◎    獣骨処理場 ● ● ◎ ◎ ◎ ●   ○  ◎ ○ ◎     鶏糞乾燥工場 ● ● ◎ ◎ ●  ◎  ○         フェザー処理場 ● ● ◎ ◎ ◎ ◎ ◎    ● ○  ◎     製 食 造 料 工 品  場   

 コーヒー製造工場 ○ ● ○ ○   ○    ○    ●   畜産食料品製造工場 ◎ ○   ○    ○  ○ ○      水産食料品製造工場 ● ○   ◎ ●        ◎    調味料製造工場 ○ ○         ○ ○ ○  ●   つけ物工場 ◎                 パン菓子製造工場           ○ ○      製茶工場           ◎ ◎ ◎ ◎ ◎   でん粉製造工場 ● ○       ●     ◎       化   学   工   場   

 石油製造工場 ◎ ● ◎ ◎ ◎     ●     ◎   コークス製造工場 ◎    ◎  ◎   ◎ ◎     フェノール，クレゾール類  パルプ製造工場 ● ● ● ●      ●     ◎   セロファン製造工場 ●                 化学肥料製造工場     ●             無機化学工業製品製造工場 ○    ○          ○   石油化学系基礎製品製造工場 ○ ○ ○    ●   ● ● ● ●     発酵工場 ◎ ○         ◎ ◎ ◎     ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製造工場          ◎ ◎ ◎ ◎     合成ゴム製造工場 ○       ●  ● ◎ ◎ ◎  ◎   レーヨン製造工場 ●              ○   油脂加工製品製造工場 ◎ ○   ○    ◎ ◎ ○ ○ ◎     塗料製造工場          ● ● ● ●     印刷インキ製造工場       ◎   ● ● ● ●      医薬品製造工場 ◎ ◎   ◎     ◎ ◎ ◎   ○    接着剤製造工場          ● ● ● ●           ◎：測定で検出された物質  ○：検出される可能性のある物質  ●：悪臭の原因となっている物質 
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                 物  質      工場・   事業場 
硫 化 水 素     

メ チ ル メ ル カ プ タ 
硫 化 メ チ ル    

二 硫 化 メ チ ル   
ア ン モ ニ ア    

ト リ メ チ ル ア ミ ン 
ア セ ト ア ル デ ヒ ド 

ス チ レ ン     
低 級 脂 肪 酸 類   
炭 化 水 素 類    

ケ ト ン ・ ア ル デ ヒド類 
ア ル コ ｜ ル 類   

エ ス テ ル 類    
窒 素 化 合 物    

硫 黄 化 合 物    
         そ の 他    工 化 場 学  メッキ工場                 無機酸  廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ再生工場       ◎ ◎  ◎        ＦＲＰ製品製造工場        ●  ◎       そ の 他 の 製 造 工 場 

 繊維工場 ◎    ◎    ◎      ◎   木材･木製品･家具製造工場          ● ● ● ●     印刷工場       ●   ● ● ● ●     塗装工場       ●   ● ● ● ●     たばこ製造工場 ◎    ◎ ● ◎ ◎  ◎ ● ◎ ◎ ● ◎   なめし皮製造工場 ◎ ○   ◎    ○         鋳物製造工場     ◎ ◎     ◎   ◎   フェノール，クレゾール類  製鉄工場 ◎      ◎   ◎    ◎ ○    サ ｜ ビ ス 業 ・ そ の 他 
 廃棄物処理場 ● ◎ ◎ ○ ◎  ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○   下水処理場 ● ● ◎ ○ ◎     ◎ ◎   ◎    し尿処理場 ● ● ● ◎ ●    ◎    ◎ ◎    火葬場 ◎ ○ ○ ○ ◎ ● ◎ ◎  ○ ○ ○ ◎ ◎    と畜場 ● ● ◎ ○ ◎ ◎   ◎  ○  ◎ ◎    へい獣処理場 ● ● ◎ ○ ◎ ◎ ◎  ◎  ◎ ○ ◎ ◎    病院･診療所･検査センター ◎ ○   ◎       ○      ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ店･洗濯工場                 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ,ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ  飲食店 ○    ○  ◎           写真屋・現像所     ○             ガソリンスタンド          ●        プロパンガス詰替え所          ◎     ●   旅館・ホテル ○    ○             美容院・理髪店     ●     ○        廃品回収業 ◎ ○   ◎    ○ ◎  ○     自動車修理工場          ● ●  ●      自動車・航空機       ●   ● ●   ◎     建設作業現場          ○ ◎         下水・用水 ● ○ ○ ○ ○              ゴミ集積所 ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎      個人住宅 ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○ ◎                 ◎：測定で検出された物質 ○：検出される可能性のある物質 ●：悪臭の原因となっている物質         （出典）加藤龍夫,石黒智彦,重田芳廣:悪臭の機器測定,講談社,297～298(1984)   
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３－２  臭気指数規制について （１）  臭気指数の考え方 ○ 人間のにおいの感覚は，アンモニア等の臭気物質の濃度が１０倍になっても，実際に感じるにおいの強さは２倍に，また臭気物質の濃度が１００倍になっても，実際に感じるにおいの強さは３倍にしかならないといわれている。 ○ このことから，人がにおいを感じる程度を，測定器によらず「人の嗅覚」を用いて的確に表す方法として，採取した空気を希釈してにおいの感じられなくなった時の希釈倍率から算出する「臭気指数」が，平成 8年 4月から悪臭防止法に導入された。 

（２） 臭気指数の基準 ○ 環境省では，悪臭防止法で規制する臭気指数の基準の範囲として，次の３つの区分を設定し，希釈してにおわなくなる倍率を定めている。                   臭気指数の算出                      においの感じ方                            第１レベル                                                            第２レベル                                                             第３レベル        

希釈倍率と臭気指数の関係
01020
3040

10 100 1000希釈倍率臭気指数
（臭気指数）＝１０×Log（希釈倍率） 

 やや強い  におい 

臭気指数基準値 １０ ～ １５ 楽に感知できるにおい １２ ～ １８ 
臭気強度 希釈する前の，元のにおいの感じ方 【原臭】 10 倍希釈でにおわなくなる             ～ 30 倍希釈でにおわなくなる 

希釈倍率 

① ② 図の説明  （臭気指数１０の場合） ① 希釈倍率が 10 倍になると （10→100） ② 臭気指数は２倍になる  （10→20） 

15 倍希釈でにおわなくなる             ～ 60 倍希釈でにおわなくなる 
臭気指数１０から２１が基準の設定範囲となる においを構成する物質は，業種の形態によって異なり，希釈した時のにおいの残り方も物質によって，においが早くなくなるものと，においが残りやすいものがあるため，何倍希釈すればにおわなくなるかの程度が異なってくる 

悪臭防止法の基準の範囲 
２．５ 

３．０ 

 やや弱い  におい 

臭気強度の範囲は２．５から３．５ 
１５ ～ ２１ ３．５ 

30 倍希釈でにおわなくなる             ～ 120 倍希釈でにおわなくなる 
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  ３－３ 業種別の臭気強度と臭気指数の関係  業       種 各臭気強度に対応する臭気指数 ２．５ ３．０ ３．５ 畜産農業 養豚業 養牛業 養鶏場 １２ １１ １１ １５ １６ １４ １８ ２０ １７ 飼料・肥料 製造業 魚腸骨処理場 獣骨処理場 複合肥料製造工場 １３ １３ １１ １５ １５ １３ １８ １７ １５ 食料品 製造工場 水産食料品製造工場 油脂系食料品製造工場 でんぷん製造工場 コーヒー製造工場 調理食料品製造工場 その他 
１３ １４ １５ １３ １５ １２ 

１５ １８ １７ １５ １８ １４ 
１８ ２１ １９ １７ ２１ １７ 化学工場 化学肥料製造工場 無機化学工業製品製造工場 プラスチック工場 石油化学工場 油脂加工品製造工場 アスファルト製造工場 クラフトパルプ製造工場 その他のパルプ・紙工場 その他 

１１ １０ １２ １４ １１ １２ １４ １１ １４ 
１４ １２ １４ １６ １６ １６ １６ １４ １６ 

１７ １４ １７ １８ ２０ １９ １７ １６ １８ その他の 製造工場 繊維工場 印刷工場 塗装工場 窯業・土石製品製造工場 鋳物工場 輸送用機械器具製造工場 その他 
１１ １２ １４ １４ １１ １０ １４ 

１６ １３ １６ １７ １４ １３ １７ 
２０ １５ １６ １７ ２１ ２１ １８ サービス業 ・その他 廃棄物最終処分場 ごみ焼却場 下水処理場 し尿処理場 クリーニング店・洗濯工場 飲食店 その他 

１４ １０ １１ １２ １３ １４ １３ 
１７ １３ １３ １４ １７ １７ １５ 

２０ １５ １６ １７ ２１ ２１ １８ 最  大  値 １５ １８ ２１ 最  小  値 １０ １２ １４   資料：平成 8年 3月環境庁「悪臭防止行政ガイドブック」業種別悪臭の臭気強度と臭気指数      の関係  
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  ３－４  臭気指数の算定の方法（平成７年環境省告示第６３号）の概要    1 嗅覚測定に関わる者     及びその役割      
 (1) 嗅覚測定実施者（オペレーター）    パネルの選定試験の実施，試料の調製，嗅覚測定室内の管理，結果のとりまとめ等  の一連の操作を行う者。試験に適した嗅覚とともに，専門的知識と技能が必要とされる。  (2) パネル    ３袋１組で渡される臭袋のうちから，１つの付臭臭袋を選び出す者。試験に適した 嗅覚を有するかどうかの判定のため，あらかじめパネル選定試験をクリアした者で あることが要件である。  2  パネル選定試験      
   以下の５種類の基準臭液を用いて，５枚の試験紙のうち２枚に着臭し，被験者に  着臭している２枚を嗅覚で選ばせる。５種類の基準臭液の全てについて正しく回答  した者又は，５種類の基準臭液のうち１種類のみ間違えた場合は，間違えた基準臭液について２度再検査を行い２度とも正しく選んだ者を試験に適した嗅覚を有する者と判定する。    β－フェニルエチルアルコール ，メチルシクロペンテノロン，  イソ吉草酸，γ－ウンデカラクトン，スカトール     3 試料採取      (1) 環境試料    10 リットル程度の真空びん又は試料採取バックを中に入れた試料採取用吸引びん  を用いて試料を採取する。  (2) 排出口試料    直接採取用装置又は吸引ケースを接続した間接採取用装置を用いて採取する。  (3) 排出水試料   密栓のできるガラス瓶等で遮光性を有する容量 50mL～１Lの器具に採取する。  4  嗅覚測定の実施時期     及び場所等   (1) 実施時期          試料採取当日又はその翌日  (2) 実施場所          においを感じず，また，パネルが十分落ち着ける場所  (3) パネルの必要人数  ６人  5  嗅覚測定実施手順             

 (1) 環境試料       ①採取した空気を希釈    した臭袋１，無臭袋   ２の３袋セットを６    人分を調整    ②６人のパネルに３    袋セットから付臭    袋を選ばせる  （同濃度で３回繰   り返す）    ③平均正解率が 0.58    以上の場合は，さ    らに１０倍に希釈    して①，②を実施       数値結果  を整理し,  測定値を  算出        (2) 排出口試料       ①採取した空気を希釈    した臭袋１，無臭袋    ２の３袋セットを６    人分を調整    ②６人のパネルに３    袋セットから付臭    袋を選ばせる        ③全員不正解になる    まで希釈倍率を，    おおむね３倍増し    て①，②を繰り返   して実施      数値結果  を整理し,  測定値を  算出       （3）排出水試料      ①採取した排出水を希    釈したフラスコ１，無   臭水のフラスコ２のセ   ットを６人分調整      ②６人のパネルに３    つのフラスコから付    臭フラスコを選ばせ   る      ③全員不正解になる    まで希釈倍率を，    おおむね３倍増し    て①，②を繰り返   して実施      数値結果  を整理し,  測定値を  算出        6 結果の求め方       
 (1) 環境試料    当初希釈倍数での平均正解率が 0.58 以上の場合，次式により臭気指数Ｙ及び臭気濃度Ｃを算出する。（0.58 未満の場合は１０未満と評価） 臭気指数Ｙ＝10logＭ＋10（r１－0.58）/（r１－r０），Ｃ＝10Ｙ/10          Ｍ ：当初希釈倍数          ｒ１：当初希釈倍数での平均正解率          ｒ０：次の希釈倍数（10Ｍ）での平均正解率 
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  (2) 排出口試料    ① 次式により各パネルの閾値を算出する。       Ｘi＝（ｌｏｇＭ１ｉ＋ｌｏｇＭ０ｉ）／２          Ｘi  ：パネルｉの閾値          Ｍ１i：パネルｉの回答が正解である最大の希釈倍数           Ｍ０i：パネルｉの回答が不正解又は不明である希釈倍数    ② Ｘiのうち，最大値と最小値をそれぞれ１つずつ除き，残りの値を平均した  ものがパネル全体の閾値Ｘとなる。   ③ 臭気指数Ｙ＝10Ｘ，臭気濃度Ｃ＝10Ｙ/10   (3) 排出水試料 ① 次の式により各パネルの閾値を算出する。   Ｘｗｉ＝（ｌｏｇＮ１ｉ＋ｌｏｇＮ０ｉ）／２          Ｘｗi：パネルｉの閾値          Ｎ１i：パネルｉの回答が正解である最大の希釈倍数       Ｎ０i：パネルｉの回答が不正解又は不明である希釈倍数 ② Ｘｗiのうち，最大値と最小値をそれぞれ１つづつ除き，残りの値を平均した  ものがパネル全体の閾値Ｘｗとなる。   ③ 臭気指数Ｙｗ＝10Ｘｗ，臭気濃度Ｃ＝10Ｙｗ/10    
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  ３－５ 公害防止に係る融資制度の概要 （平成 30 年３月現在）  【農業近代化資金】（原則）                対象者  農業を営む者，農協・同連合会等  対象施設  家畜ふん尿処理施設，堆肥舎等  融資限度額   個人 1,800万円 法人 3,600万円（主業的農業法人又は準主業的農業法人の場合：2 億円） 任意団体(構成員 5人以上) 2 億円(構成員 5人未満の場合：構成員数×1,800 万円）  融資率  ８０％（認定農業者特例１００％）  金利  問合せ先へ確認してください  償還期間  １５年（据置期間３年）以内 （認定農業者の場合：１５年（うち据置期間７年）以内） （認定新規就農者の場合：１７年（うち据置期間５年）以内）  問合せ先 JA,銀行等（広島県と利子補給契約を締結している融資機関）  【畜産経営環境調和推進資金】                  対象者  畜産業を営む個人・法人で,「処理高度化施設整備計画」について都道府県の認定を  受けた者，農協等で「共同利用施設整備計画」について都道府県の認定を請けた者  対象施設  畜舎（家畜排せつ物処理施設を含む），たい肥舎及びこれに附帯する施設  融資限度額    
  負担額の８０％以内又は次の額のいずれか低い方 （共同利用施設整備計画は負担額の８０％以内）    個人    ３,５００万円  法人 ７,０００万円 ［特認要件の場合］（家畜排せつ物の利用の促進に必要な施設の導入を図る計画等）  負担額の９０％以内又は次の額のいずれか低い方    個人 １億２,０００万円  法人 ４億円  金利  問合せ先へ確認してください  償還期間  ２０年以内（賃借料・利用料及び法人への出資は１５年以内）（据置期間３年以内）  問合せ先  ㈱日本政策金融公庫 広島支店  


